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Ⅰ 総則  

この「奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備事業者選定プロポーザル要求水準書」（以

下「本要求水準書」という。）は、袖ケ浦市（以下「市」という。）が、奈良輪小学校区放課

後児童クラブ会館整備事業（以下「本事業」という。）に係る事業者（本事業の受注者をい

う。以下同じ。）を選定するに当たり、「奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備事業者選

定プロポーザル実施要領」と一体のものとして位置付けるものであり、本事業について、市

が提案者に要求するサービス水準及び具体的な指針を示すものである。  

   

Ⅱ 遵守すべき法制度等  

本事業の実施に当たっては、次に掲げる法令等の他、本事業を行うにあたり適用となる関

係法令及び関係条例、要綱を遵守すること。  

・建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）  

・都市計画法（昭和４３年法律第１００号）  

・消防法（昭和２３年法律第１８６号）  

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）  

・各種の建築関係資格法・業法・労働関係法  

・その他関連法令等 

  

Ⅲ 建設する物件等 

１ 一般事項   

（１） 事業名  奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備事業 

（２） 履行場所 袖ケ浦市奈良輪４２５番地１（袖ケ浦市立奈良輪小学校敷地内） 

（３） 契約期間 本契約締結日から令和８年６月３０日まで 

 

２ 業務条件 

（１）基本的事項 

ア 事業者の業務範囲等 

事業者の業務範囲は、奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館及び付帯設備等一式の

設計、建設、工事監理業務（以下「建設業務等」という。）とし、必要な諸申請、手続

き等は全て事業者の負担で実施するものとする。 

また、業務に当たっては、市と必要な協議を行い、承認を受けて実施するものとす

る。  

イ 履行場所等について  

          現在、袖ケ浦市立奈良輪小学校が存する敷地内に建設するものである。 
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なお、引渡前であっても、供用開始準備期間として無償にて仮使用する場合があ

る。但し、仮使用にあたっては、お互いに立会いのうえ検査を実施するものとする。 

ウ 提案条件  

法令等及び本要求水準書の条件に適合すれば、適宜、配置等の変更を提案してよ

い。  

エ 建設材料等について  

使用材料、備品等は全て新品とし、公共規格又は、それに準ずる規格の材料を使用

すること。  

オ 法令手続き等  

Ⅱに掲げる法令等において必要な手続きは事業者が事業者の負担において行うこ

と。（申請手数料、証紙代等を見積り金額に含めること。）  

 （２）履行条件等  

ア 工期を確実に履行すること。  

イ 事業者は、諸官庁事前協議及び行政手続を速やかに行うこと。 

ウ 各法定手続きに問題がないものとすること。  

エ 事業者は、業務上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。  

オ 事業者は、設計成果品等については市の承諾なしには、他のいかなるものに対して

もそれを閲覧に供し、複写させ、譲渡しまたは提供してはならない。  

カ 事業者は、工事完了後第三者による室内空気汚染物質測定検査を２室以上行うこ

と。 

キ 建築廃材の削減及びＣＯ２の排出を削減する等の環境に配慮すること。 

ク 本事業に伴い使用する市の行政財産の使用料については、無償とする。  

（３）敷地条件  

ア 建設場所 袖ケ浦市奈良輪４２５番地１（袖ケ浦市立奈良輪小学校敷地内） 

イ 敷地面積 約１，５３３㎡（学校用地１３，０４０㎡を敷地分割する） 

ウ 形状等  別紙１案内図及び別紙２参考配置図参照 

エ 都市計画制限等 

a 用途地域  市街化調整区域  

b 建ぺい率／容積率  ６０％／２００％ 

c  防火指定  なし  

d  その他  建築基準法第２２条区域 

オ 供給施設  

a  電気    東京電力 既存引き込み無し 

b  上水道   上水道 既存引き込み無し 
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c  下水道   公共下水道 接続要協議 

d  ガス    東京ガス 既存引き込み無し  

 

３ 建築物の条件   

（１） 用途 

児童福祉施設等 

（２） 構造、階数等  

軽量鉄骨造２階建 

耐震安全性の分類構造体Ⅲ類 

（３） 規模 

延床面積８００㎡±５０㎡程度とする。  

（４） 配置条件等 

ア 建物の配置、土地利用計画にあたっては、児童等の安全及び快適性に十分配慮する

とともに、周辺の景観や環境に配慮すること。 

イ １階と２階では、別々の民間事業者が運営することを想定した設計とすること。 

ウ 生活室及び事務室は１階及び２階に１室ずつ設け、各室に空調、換気設備、コンセ

ント、電波式壁時計、窓には遮光性・遮熱性の高い防炎カーテンを設置すること。 

エ その他各諸室等の機能、使用及び設備は、放課後児童クラブの特性に配慮の上、表

１により整備すること。 

 

表１ 

設置階 用途 必要な設備等 

１階 生活室１ 

・ロッカー等を除いた児童の遊び及び生活並びに静養スペースとし

て、各室１３２㎡以上を確保すること。 

・通常の出入り口以外に、非常時に建物外に避難できる非常口等を

設けること。 

・壁は、掲示物が掲示できる仕様にすること。 

・８０人分のランドセルロッカー、本棚、玩具等の収納庫及び清掃

用具入れを設置すること。 

・窓には網戸を設けること。 

・出入口の内側には、児童の手の届きにくい高さに鍵（サムター

ン）を設けること。 

・出入口の外側に室名札を設置すること。 

・床はクッション性のあるフローリングとすること。 
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・ＴＶ受信設備を設けること。 

・８０人が同時接続可能な無線ＬＡＮ設備を設けること。 

１階 玄関 

・２クラブ分のクラブ名盤を設置すること。 

・玄関付近にお知らせを掲示する場所を設けること。 

・児童１６０人程度、放課後児童クラブ職員２０人程度の下駄箱、

傘立てを設置すること。 

・雨天時に濡れることのないよう、大きめの庇などを設けること。 

・スロープを設置すること。 

１階 事務室１ 

・２０㎡以上を確保すること。 

・インターホンを設置すること。 

・無線ＬＡＮ設備を設置すること。 

・電話設備を設置すること。 

・出入口に鍵（内側サムターン、外側シリンダー）を設けること。 

・児童が具合の悪いときに休める静養スペースを設けること。 

１階 トイレ１ 

・トイレは個室とし、洋式普通便座を３以上設けること。 

・個室トイレの外に自動水栓付き洗面器及び化粧鏡を３以上設ける

とともに、洗濯機を１台設置するスペースを設けること。また、

掃除用流しを設けるとともに、モップ掛け用フック、タオル掛け

バー及び清掃用具などを収納する棚板を設けること。 

１階 多目的トイレ 

・ウォシュレット付き洋式普通便座を１設け、手すり、自動水栓付

き洗面器及び化粧鏡を適切に設置すること。 

・通報装置、表示装置を設置すること。 

１階 湯沸室１ 

・広めの流し台、ＩＨクッキングヒーター（１口）、吊戸棚、台所

用換気扇、電気温水器等、給湯室として使用するために必要な設

備を設置すること。 

２階 生活室２ 
・生活室１と同様とする。 

・窓には転落防止措置を設けること。 

２階 事務室２ ・事務室１と同様とする。 

２階 トイレ２ 
・トイレは個室とし、洋式普通便座は４以上設けること。 

・その他はトイレ１と同様とする。 

２階 湯沸室２ ・湯沸室１と同様とする。 
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（５） 外部仕様 

ア 屋根 

  カラーガルバリウム鋼板ｔ＝０．６、二重折板断熱工法とする。 

  軒先：鼻隠し 

  庇：アルミ既製品 

イ 外壁 

  窯業系サイディングボードｔ＝１６ 

  透湿防水シート 

  外壁パネル桟：鋼製胴縁（不燃材） 

  シーリング：外壁メーカー標準仕様品 

（６） 内部仕様 

ア １階、２階共に湿式（コンクリート床）とすること。 

    イ  ２階は全て２重床とすること。 

ウ 水回りの仕上げ材料には、湿気に強いものを選定すること。 

エ 児童が使用することを考慮し、コーナー部にはコーナーガード等を施し、鋭角とな

るような仕上げは避けること。 

オ 断熱性に配慮すること。 

カ 内壁及び間仕切りの下地は、すべて石膏ボード（水回りは耐水ボード、界壁は２重

張り）とすること。 

（７）開口、建具等 

ア  各室において、適切に開口部を設置すること。 

イ ガラスはすべて強化ガラスとすること。 

（８）設備について 

ア 電気設備は、動力・幹線設備、電灯コンセント設備、自動火災報知設備、インター

ホン、ＴＶ受信設備、ＬＡＮ／電話設備等とする。電灯についてはＬＥＤ照明を基

本とする。照明器具、コンセント位置及び弱電機器等は施工図、機器納入図、カタ

ログ等で事前に市と協議のうえ施工すること。 

イ 動力・幹線設備は、設置建物の消費電力量を想定し、諸官庁の手続を行うこと。 

ウ 消防設備は、消防法に基づいた設備を設けること。 

エ 機械設備は、給水・排水・衛生器具・空調・換気等とする。衛生器具等は事前にカ

タログ等で市と協議のうえ製作すること。 

オ 空調及び換気機器等の位置等は施工図、機器納入図等で事前に市と協議のうえ施工

すること。 
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４ 備品その他について  

表１に記載のとおり、適切に備品を設置すること。  

 

５ 外構等  

（１）建屋出入口付近に、適切に手洗場、足洗場を設けること。 

（２）敷地内にある屋外トイレは撤去するとともに、既存の駐車場と合わせて、合計２２台

程度（うち７台程度は縦列可とする。）の駐車スペースを設けること。駐車場はアス

ファルト舗装とし、白線、車止め（ただし縦列駐車部分は後列のみとする。）を設置

すること。 

（３）建設敷地外の学校用地南西部にある樹木を伐採し、計１８台分の敷地外駐車場を別途

設けること。敷地外駐車場はアスファルト舗装とし、９台×２列に縦列駐車するため

の白線、車止め（後列のみとする。）を設置すること。 

（４）敷地内にある既存の門の幅は約９ｍ程度に拡幅するとともに、レール付きの門扉を設

置すること。 

（５）整備のために支障となる遊具等は、市と協議のうえ移設を行うこと。 

 

Ⅳ 設計業務   

１ 業務の実施  

（１） 業務  

ア 事業者は、必要に応じて地質調査及び工事に影響が出る地中埋設物の確認等を行

い、関係法令に基づいて、業務を処理しなければならない。  

イ 事業者は、建築基準法その他関連法令及びその他これに基づく条例規則等の規定

による他、国土交通省等が制定する技術基準等（最新版）を適用すること。また、

業務の対象である施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合するよう

業務を実施しなければならない。  

ウ 事業者は業務の詳細及び当該工事の範囲について、市担当者と連絡をとり、かつ

十分に打合せをして、業務の目的を達成しなければならない。  

エ 事業者は業務の進捗状況に応じて、業務の区分ごとに市担当者に、設計図書等を

提出するなどの中間報告をし、十分な打合せをしなければならない。  

オ 図面、工事内訳書等の用紙、縮尺表現方法、タイトル及び整理方法は、市担当者

の指示を受けなければならない。また、図面は、工事ごとに順序よく整理統合して

作成し、各々一連の整理番号を付けること。 

（２） 手続書類の提出  
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ア 事業者は業務に着手する時は、次の書類を提出して市担当者の確認を受けなけれ

ばな 

らない。 

             ・設計業務着手届 

             ・工程表 

・管理技術者届（設計経歴書添付） 

・協力技術者届 

・業務計画書 

イ  業務が完了したときは、設計業務完了届を提出しなければならない。 

（３） 設計図書の提出 

事業者は、基本設計、実施設計完了時に次の図書を市に提出し、市に内容の確認を受

けなければならない。 

a  基本設計 

            ・建築概要書 

            ・電気設備概要書 

・機械設備概要 

b  実施設計 

   ・設計書類 

              構造計算書、設備負荷計算書、工事内訳書、官公庁打合せ録 

            ・図面（建築） 

特記仕様書、図面リスト、案内図、配置図、仕上表、平面図、立面図、断面

図、矩計図、展開図、天井伏図、建具表、各部詳細図、外構図、構造図、諸室

毎の面積表、工程図、その他必要図面  

            ・図面（電気）  

          特記仕様書、図面リスト、屋外配線図、幹線動力設備配線図、電灯コンセント

設備配線図、弱電設備配線図、各種系統図、機器参考図、その他必要図面  

        ・図面（空調）  

          特記仕様書、図面リスト、屋外配管図、機器及び器具表、各種系統図、機械室

平面図・断面図、各階配管平面図、各階ダクト平面図、換気設備平面図、排煙

設備平面図、部分詳細図、機器詳細図、その他必要図面 

・図面（衛生）  

屋外配管図、機器及び器具表、配管系統図、各階配管平面図、詳細図（便所

他）、 屋外設備図、その他必要図面  

・工事に伴う備品リスト 
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２ 設計基準等  

(１) 関係法令等の遵守、適用基準 

本事業を行うに当たっては、関係法令のほか、以下の基準類を標準仕様として適用する

ものとする。その場合、いずれも契約締結時における最新版を使用するものとし、本事業

期間中に改訂されたときは、改訂内容への対応等について協議を行うものとする。 

また、以下の標準仕様書は、施工業務についても適用するものとする。なお、特記なき

場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部（建設大臣官房官庁営繕部）が制定又は監修した

ものによるものとする。 

ア 共通 

・公共建築設計業務委託共通仕様書 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・官庁施設の環境保全性基準 

・官公庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・官庁施設の防犯に関する基準 

・公共建築工事積算基準 

・千葉県福祉のまちづくり条例 

・袖ケ浦市景観条例 

イ 建築 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

・建築構造設計基準及び同解説 

・建築工事標準詳細図 

・建築物解体工事共通仕様書 

ウ 建築積算 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

エ 設備 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・建築設備設計基準及び同解説 

・建築設備耐震設計・施工指針 



実施要領資料 1 

- 9 - 

 

オ 設備積算 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

 

Ⅴ 施工・工事監理業務  

１ 基本事項  

契約書に定める期間内に建物等の建設工事を実施すること。その際、特に以下の点につ

いて留意し、施工計画を立て、市に確認を行わなければならない。  

   ・必要な関連法令を遵守する。  

   ・近隣及び工事関係者の安全確保と環境保全に十分配慮する。  

・工事に伴い近隣地域に及ぼす影響を最小限にとどめるよう努める。  

    ・無理のない工事工程を立てるとともに、適宜近隣に周知し、作業時間に関する了解を得

る。  

２ 着工前業務  

建設工事に必要な各種申請手続き等を事業スケジュールに支障がないように実施しなけ

ればならない。また、必要に応じ各種許認可等の書類の写しを市に提出すること。  

      着工に先立ち、近隣住民との調整等を十分に行い、工事の円滑な進行と近隣住民の理解及

び安全を確保しなければならない。  

３ 建設期間中業務  

      各種関連法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び施工計画に従って

施設の建設工事を実施すること。建設工事においては、以下の点に留意すること。  

（１）建設工事  

ア 市が要請したときは、事業者は、工事施工の事前説明及び事後報告を行う。  

また、市は、工事現場での施工状況の確認を行うことができ、事業者は、それに協

力しなければならない。  

イ 事業者は、定期的に市から施工管理の状況の確認を受けること。  

ウ 工事に伴う安全対策・近隣住民との調整等（工事中に新たに生じたテレビ電波障害

対策を含む）は事業者において十分に行うこと。  

エ 事業者は、工事完成時に施工記録を整備して、市の確認を受けること。  

（２） 工事監理業務  

ア 事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を定め、工事監理業務を行うこと。  

イ 市への完成確認報告は工事監理者が行うものとする。  

（３）打合せ及び記録 
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ア 事業者は、設計業務・施工業務を適正かつ円滑に実施するため、市担当者と適宜連

絡を取り、十分に打合せを行うこと。 

イ 事業者は、市担当者から進捗状況などの報告を求められた場合、速やかにこれに応

じること。 

ウ 事業者は、市担当者と打合せを行った場合、その都度、打合せ記録を作成し、監督

職員の確認を受けること。  

（４）引渡検査、竣工後業務     

ア  建築物に関する完了検査等、必要な手続き業務等を事業スケジュールに支障がないよ

うに実施しなければならない。  

イ  工事完了後、市に業務完了届を提出して市の履行確認を受けること。また、施工完了

後、各種設備の点検・試運転を行い、施設の運営開始に支障がないことについて市の確

認を受けなければならない。 

 


